
 

 

 

 

 

令和２年度  事業報告 

 

 令和２年度の実施事業は次のとおり。（括弧内数字は令和元年度） 

 

１ 事業関係 

 

(１) 自主防災指導事業 

 

  防火対象物の関係者等に対して防火・防災に係る知識及び技術の指導並びに自主的

な検査の促進を行った。 

 

ア 防災指導実施状況 

 

 （ア）指導実施対象物数           ９，０００件 （9,500件） 

 

 （イ）良好対象物数                        ４，３１３件 （4,144件） 

 

（ウ）不備対象物数             ４，６８７件 （5,356件） 

 

(エ) 不備対象物（5,356件）に指導した項目 

 

消防法令上不備があった事項について指導した項目 （重複計上） 件数 

消防用設備等の点検の未報告 ４，２７３件 （4,886件） 

消防用設備等の維持管理の不適正 ８３４件 （1,205件） 

消防計画に基づく消火、通報、避難訓練の未実施 １９３件 （183件） 

消防計画の未届出 ７１件 （85件） 

階段、通路、避難口付近の避難障害となる物品の放置 ５６件 （34件） 

消防設備等の不備欠陥事項の改善 ４９件 （86件） 

消防用設備等の一部未設置 ３２件 （80件） 

防火対象物の点検未報告 ３１件 （28件） 

防火管理者の選任又は解任の未届 ２２件 （50件） 

その他 ５５件 （126件） 

合  計 ５，６１６件 （6,763件） 

 

 



 

 

 

   （オ）指導実施対象物に助言した項目 

 

防火管理上必要な事項について助言した項目 （重複計上） 件数 

地震対策 ６，７０７件 （5,800件） 

消防用設備等の点検報告制度 ５，４５１件 （6,128件） 

自主検査 ４，０５７件 （5,460件） 

放火防止対策 ３，８６７件 （4,465件） 

消火器の不適切な取引防止 ３，０６７件 （3,652件） 

消防用設備等の使用方法及び維持管理方法 ２，７７０件 （4,450件） 

避難方法及び避難管理 １，１８３件 （1,674件） 

住宅防火対策 ８２７件 （1,636件） 

消火器の型式失効 ６９９件 （679件） 

自衛消防訓練の実施方法 ４７９件 （489件） 

火災等災害事例の紹介 ３２７件 （597件） 

防火管理制度 ５６件 （125件） 

消防計画の作成要領 ５０件 （49件） 

火気及び喫煙管理方法 １７件 （97件） 

その他 ６４２件 （1,087件） 

合  計 ３０，１９９件 （36,388件） 

 

イ 自主検査通知業務実施状況 

 

(ア) 自主検査通知対象物件数          ９，５００件 （8,500件） 

      

(イ) 自主検査結果報告書回収対象物件数     ７，８４５件 （7,042件） 

       

(ウ) 電話指導対象物件数            ３，４２４件 （2,841件） 

 

ウ 飲食店等消火器設置の実態調査・指導業務 

 

         消防法施行令改正により新たに消火器の設置が義務となる可能性のある飲食

店等に対し実態調査を行ったほか、消火器設置が義務となった飲食店等に対し消

火器の維持管理等の指導を実施した。 

     ＜主な指導内容＞・消火器及び標識の設置 

             ・消火器の使用期限の確認 

          ・設置位置（歩行距離２０メートルごと） 



 

 

 

実態調査・指導対象物件数         １，５００件 

 

(ア) 実態調査対象物件数         １，０６７件 

 

実態調査・指導内訳件数 

全数 
飲食店等の 

実態の有無 

火気使用設備 

・器具の有無 
消火器の有無 

１，０６７件 
有 ９９３件 

有 ４７３件 

有 ２７７件 

無 １８９件 

不明 ７件 

無 ４８件  

不明 ４７２件  

無 ７４件   

 

 

(イ) 小規模防災指導対象物件数       ４３３件 

 

   ① 良好対象物数                       １９４件 

 

② 不備対象物数             ２３９件 

 

③ 不備対象物（239件）に指導した項目 

 

消防法令上不備があった事項について指導した項目 （重複計上） 件数 

消火器の点検の未報告 ２２４件  

消火器の維持管理の不適正 １５６件  

消火器の使用期限切れ ２２件  

合  計 ４０２件  

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（２）消防訓練指導事業 

 

      災害が発生した場合の避難誘導や初期消火などの初期対応が的確に実施できるよう、

特定防火対象物の関係者等に対して知識及び技術等の指導を行った。      

 

   ア 消防訓練実施対象物数          9,505 件 （8,286件） 

 

（ア）現地出向による訓練指導対象物数    4,743 件 （4,110件） 

協会職員が事業所の消防訓練に立会い、消防訓練の必要性や法的根拠等消防

訓練全般の知識の啓発をはじめ、携帯電話･固定電話からの119番通報訓練、消

火器や屋内消火栓を使用した消火訓練、外国人来訪者への避難誘導要領を含む

避難訓練、さらにはＡＥＤを使った応急手当訓練等が災害発生時に実効性のあ

る訓練となるよう助言及び技術指導を行った。 

また、地震対策、消防計画の修正、追加等についての助言も行った。 

      

（イ）電話による訓練指導対象物数      4,762 件 （4,176件） 

事業所のみで実施した自衛消防訓練の内容を協会職員が電話により聞き取り、

次回の訓練がより効果的なものとなるよう119番通報要領、初期消火要領、避難

及び避難誘導要領等に関しての改善点等について具体的な助言及び指導を行っ

た。 

     

イ 消防訓練促進指導対象物数〔延べ件数〕  4,152 件 （3,240件） 

 

消防訓練実施通知発送対象物のうち訓練実施通報書の返送がなく、協会職員が

電話により消防訓練の実施を促したもの 

 

ウ 消防訓練相談件数〔延べ件数〕      3,265 件 （3,087件） 

 

消防訓練実施対象物の関係者等から、消防訓練について相談があったもの 

 

（３）応急手当普及啓発事業 

 

   心肺蘇生法等の応急手当に関する知識と技術の普及啓発により、傷病者の救命率の

向上と市民等の自主救護能力の向上を図るため各種講習会を開催した。 

   なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、令和２年４月から６月中旬ま

ですべての講習が中止となり、再開以降は感染症拡大防止対策として、各講習の定員

を従来の３０名から１２名に減らして実施した。 



 

 

 

   ア 救命講習実施状況   

区    分 内        容 回数 受講者 

救命入門コース 

（１．５時間） 

各種講習への導入を目的として、主に胸

骨圧迫及びＡＥＤの取扱いを指導する講習 

９回 

（12回） 

５４人 

（95人） 

普通救命講習Ⅰ 

（３時間） 

ＡＥＤの使用方法を含めた心肺蘇生法（１

人法）及び大量出血時の止血等の応急手

当を市民に対して指導する講習 

２７１回 

(393回) 

 ２，３８６人 

（7,107人） 

普通救命講習Ⅱ

（４時間） 

業務内容から応急処置の対応が想定され

る（介護老人施設等）方に対して、普通救命

講習Ⅰの講習内容に筆記試験及び実技試

験を加えた講習 

４回 

(6回) 

２６人 

（86人） 

普通救命講習Ⅲ 

（３時間） 

小児、乳児、新生児に対するＡＥＤの使用

方法を含めた心肺蘇生法、大量出血時の

止血等の応急手当を指導する講習 

４０回 

（30回） 

３７４人 

（578人） 

上級救命講習 

（８時間） 

ＡＥＤの使用方法を含めた心肺蘇生法、小

児、乳児、新生児に対する心肺蘇生法、傷

病者管理、外傷の手当要領、搬送方法等

を指導する講習 

 ６４回 

(60回) 

 ７１３人 

（1,464人） 

応急手当普及員 

講習 

（２４時間） 

応急手当の実技を重点的に身につけると

共に応急手当を普及するための指導方法

を身につける講習 

 ２７回 

（25回） 

   ３１０人 

（553人） 

応急手当普及員 

再講習 

（３時間） 

応急手当普及員資格取得後、有効期限３年

以内の方に対する資格更新のための講習 

  ９２回 

(42回) 

 １，０６７人 

（1,155人） 

合   計 
５０７回 

（568回） 

４，９３０人 

（11,038人） 

 

 

イ 患者等搬送乗務員講習    

講習種別 内  容 回数 受講者 

基礎講習 
（２４時間） 

車椅子は１６時間のみ受講 

民間の患者等搬送自動車に乗務する従事

者を対象に、応急手当、患者等搬送要領等

を指導する講習 

２回 
 

（2回） 

１９人  
内車椅子 ０人 

23人  
内車椅子 2人  

定期講習 

（3時間） 

基礎講習・定期講習受講後２年以内の方を

対象とした資格更新のための講習 

４回 

（4回） 

６７人  

（110人） 

 



 

 

 

（４） 阿倍野防災センター事業 

 

「防災拠点機能」と「体験型学習施設機能」を持つ大阪市立阿倍野防災センターに

おいて、大阪市より令和２年４月１日から５年間指定管理者として指定を受け管理

運営業務を実施した。 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、令和２年４月中及び５月１日

から５月２０日まで休館となったが、５月２１日以降は防災体験学習エリアの来場

予約者を制限し、体験コース内容を一部変更した上での開館となった。 

 

ア  業務内容 

（ア）施設活用業務 

・防災に関する教育及び指導 

・地震、その他の災害や防災に関する資料及び装置の展示 

・防災に関する講演会、講習会、研究会等各種行事の開催 

 

（イ）施設管理・運営業務 

・貸室運営業務 

 

イ  来館状況  

   

開館日数 来館者数 

２５５ 日 

（270日） 

防災体験学習 
10,488人 

(73,423人) 

防災研修訓練 
443人 

(146人) 

講習、研修等 
18,451人 

(27,344人) 

合 計 
29,382人 

（100,913人） 

 

 

 



 

 

 

 （５）普及啓発事業 

 

ア （一財）日本消防設備安全センターからの講習受託事業 

 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、令和２年４月、５月のすべて

の講習が中止となり、６月以降は各講習の定員を減らすなど感染症拡大防止対

策を図りながら実施したが、年度を通じて講習の申し込み者からのキャンセル

が相次いだ。 

 

（ア）自衛消防業務講習 

 

大規模建築物等については、大規模地震等に対応した自衛消防組織の設置が

義務付けられており、その自衛消防組織の統括管理者及び本部隊の各班長に必

要とされる資格取得のための自衛消防業務講習を実施した。また、資格取得後

５年以内の者を対象に再講習を実施した。 

 

（イ）防火対象物点検資格者講習 

 

一定規模、用途等の人命危険が大きい防火対象物については、消防法令及び

火災予防等に係る専門的な知識を有する者が、用途の実態や消防計画に基づい

た防火管理の実施状況等を総合的に点検することとされている。その資格を取

得するための講習を実施した。また、資格取得後５年以内の者を対象に再講習

を実施した。 

 

（ウ）防災管理点検資格者講習 

 

大規模建築物等については、防災管理業務の実施が義務付けられていること

から、その実施に必要な資格を取得するための講習を実施した。また、資格取

得後５年以内の者を対象に再講習を実施した。 

 

 

 



 

 

 

   （エ）各講習実施状況 

講習種別 実施回数 受講人員 

自衛消防業務講習 

新規 
３３回 
(35回) 

１，６５３人 
(1,946人) 

再講習 
２４回 
(24回) 

１，２９０人 
(1,727人) 

防火対象物点検資格者講習 

新規 
２回 

(2回) 
１２６人 
(183人) 

再講習 
５回 

(6回) 
３６１人 
(599人) 

防災管理点検資格者講習 

新規 
１回 

(2回) 
６０人 
(92人) 

再講習 
３回 

(4回) 

２２７人 

(409人) 

 

 

イ 消防関係事業への主な協賛等 

 

       大阪府下消防長会への協賛 

 府下消防長会統一住宅防火啓発用ポスター １６，９００枚 

 おおさかのしょうぼうカレンダー２０２１  ２，０００部 

 

（６）普及資材等販売事業 

 

ア 普及啓発用品、防火・防災用品の斡旋販売 

救急ノートなどの応急手当普及啓発物品をはじめ、緊急呼子笛、消防車型消しゴ

ム、天ぷら油火災実験装置などの防災用品を販売した。 

 

イ 秋・春の火災予防運動啓発資材の販売 

     全国火災予防運動に併せて横断幕、小吊幕等を販売した。 

 

ウ  防災専門図書の販売 

   消防関係者や事業所の防災担当者向けの専門図書をはじめ、市民向けの防火防

災関係図書及び応急手当等の指導書等の図書を販売した。 

 

エ 消防職員礼服貸出 

     大阪市をはじめ他都市の消防職員を対象に、婚礼や退職記念等の祝事に着用す

る礼服の有料貸出を実施した。 



 

 

 

       貸出状況 

貸出消防本部 貸出回数 

大阪市 ３６回  （80回）  

大阪府下 ５８回 （113回） 

他府県 ３５回  （57回）  

合  計 １２９回 （250回）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

２ 会議関係 

 

(１) 理事会 

 

ア 第２０回（決議の省略による方法） 

（ア）決議があったものとみなされた日   

令和２年５月２９日（金） 

（イ）理事会の決議があったものとみなされた事項の内容 

    １. 令和元年度事業報告の件 

２． 令和元年度決算報告の件 

３. 令和元年度公益目的支出計画実施報告書の件 

４. 決議の省略による第１１回評議員会（定時評議員会）の件 

         

   イ 第２１回（決議の省略による方法） 

   （ア）決議があったものとみなされた日   

令和２年６月１５日（月） 

  （イ）理事会の決議があったものとみなされた事項の内容 

    １. 理事長（代表理事）の選定 

２． 常務理事（業務執行理事）の選定 

 

ウ 第２２回 

   （ア）開 催 日  令和３年３月２５日（木） 

午前１０時３０分から午前１１時００分まで 

  （イ）開催場所 大阪市中央区天満橋京町１番１号 

大阪キャッスルホテル 

（ウ）議  題 

   議 案 

   次の議案について審議し、原案どおり可決した。 

第１号議案 令和３年度 事業計画（案） 

第２号議案 令和３年度 収支予算（案） 

第３号議案 事務局長の任用について 

第４号議案 職制改正（案）等について 

      報 告 

第１号報告 職務の執行状況について 



 

 

 

（２）評議員会 

 

ア 第１１回（決議の省略による方法） 

（ア）決議があったものとみなされた日 

令和２年６月１５日（月） 

 （イ）評議員会の決議があったものとみなされた事項の内容 

    １. 令和元年度決算報告の件 

２． 理事５名及び監事２名選任の件 

（ウ）評議員会への報告があったものとみなされた事項の内容 

    １. 令和元年度事業報告の件 

２． 令和元年度公益目的支出計画実施報告書の件 

３. 職務執行状況報告書の件 

 

 


